
しまね型医療提供体制構築事業実施要綱 

１ 目的 

この要綱は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第

６４号）第４条に基づき策定した県計画に基づき、各地域の実情に応じた適切な医療提供体制の

構築を図るための事業の実施に必要な事項を定めるものとする。 

２ 事業内容 

（１）病床機能転換等に伴う施設設備整備事業 （別記１） 

（２）病床機能転換等に伴う人材確保養成事業 （別記２）

３ 実施主体 

  この事業の実施主体は、別記に掲げる者とする。 

４ 実施期間 

  医療介護総合確保促進法第４条に基づく島根県計画に定める期間とする。 

５ 県の補助 

  県は、予算の範囲内で、本事業に要する経費について、別に定める基準（交付要綱）により補

助するものとする。 

６ その他 

 この事業の実施に関し、この要綱に定めのない事項については、別途定めるものとする。 

  附則  （平成２９年３月２１日医第１２５９号） 

 １ この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 

  附則  （平成３０年８月２３日医第６５２号） 

 １ この要綱は、平成３０年８月２３日から適用する。 

  附則  （平成３１年３月２２日医第６５２号の２） 

 １ この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。 

  附則  （令和２年７月１日医第７３０号） 

 １ この要綱は、令和２年７月１日から適用する。 

 附則  （令和４年３月２４日医第１８１８号） 

 １ この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 



（別記１） 

病床機能転換等に伴う施設設備整備事業 

１ 事業内容 

    地域医療構想を踏まえ、各圏域で合意が得られた病床の機能分化・連携に資する次の取組（以 

下、「病床機能転換等」という。）に伴う施設設備の整備を行う。 

（１）病床機能の転換 

   既存の病床機能から、地域で不足する病床へ機能を転換 

（２）複数医療機関間の再編 

   圏域の複数医療機関間で協議した上で行う病床再編 

（３）病床削減に伴い不要となる病棟、病室等の用途変更 

   病床削減に伴い不要となる病棟、病室等を他の用途へ変更するための施設設備改修 

   ※平成２８年１０月２８日までに取得した病棟、病室等に限る 

（４）病床規模の適正化を伴う医療機能の充実 

   圏域又は複数圏域の医療機能の充実に係る施設設備整備 

   ※原則、２０床以上の病床減を伴うものに限る 

（５）事業縮小 

   ①病床削減に伴い、不要となる病棟・病室等を他の用途へ変更（機能転換以外）するための

施設の新築・増改築・改修 

   ②病床削減に伴い、不要となる建物（病棟・病室等）や不要となる医療機器の処分（廃棄、

解体又は売却） 

   ③早期退職制度の活用 

２ 実施主体 

 県内に所在する医療機関等 

３ 運営基準 

   次に掲げる手続きにより事業計画書を県医療政策課へ提出し、事業実施すること。 

  ① 事業主体において病床機能転換等に係る事業計画を作成し、管轄保健所と協議する。 

② 管轄保健所は、上記事業計画書の内容が地域医療構想と整合性がとれており、かつ、地域 

における合意が得られているものであるかを確認する。   

なお、確認にあたっては、各保健所単位で設置している地域保健医療対策会議医療・介護 

連携部会（地域医療構想調整会議）を開催し圏域における実施承認を得るなど、必要な措置 

をとること。 

③ 事業主体は事業計画に管轄保健所の意見書を付し、県医療政策課へ提出する。 

４ 留意事項 

（１）次に掲げる費用は、補助の対象としない。 

  ① 土地の取得又は整地に要する費用（ただし、施設の目的から特別に必要な整地は除く。） 

② 門、柵、塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用（ただし、施設の運用にあたり、必 

要不可欠な通路及び安全管理上で必要な門、柵等は除く。） 

③ 設計その他工事に伴う事務に要する費用 



④ 既存建物の買収に要する費用（既存建物を買収することが建物を新築するより効率的であ 

ると認められる場合における当該建物の買収を除く。） 

⑤ その他の整備費として適当と認められない費用  

（２）原則、地域における合意形成前に実施した病床機能転換等は認めない 

（３）上記１の病床機能転換等により、関係する機関の総病床数（一般病床と療病病床の総計）が 

増加する場合は、補助の対象としない。 



（別記２） 

病床機能転換等に伴う人材確保養成事業 

１ 事業内容 

    病院が行う病床機能の転換等に伴い、新たに関係機関間の連携（入退院調整や在宅への円滑 

な移行など）を行う職員の雇用や研修を実施する。 

２ 実施主体 

 県内に所在する医療機関等 

３ 運営基準 

   次に掲げる手続きにより事業計画書を県医療政策課へ提出し、事業実施すること。 

  ① 事業主体において病床機能転換等に係る事業計画を作成し、管轄保健所と協議する。 

② 管轄保健所は、上記事業計画書の内容が地域医療構想と整合性がとれており、かつ、地域 

における合意が得られているものであるかを確認する。   

なお、確認にあたっては、各保健所単位で設置している地域保健医療対策会議医療・介護 

連携部会（地域医療構想調整会議）を開催し圏域における実施承認を得るなど、必要な措置 

をとること。 

③ 事業主体は事業計画に管轄保健所の意見書を付し、県医療政策課へ提出する。 

４ 留意事項 

（１）当該職員を配置することにより新たに診療報酬加算を得た場合は、補助の対象としない。 

（２）原則として、病床機能転換等に伴う施設設備整備事業の完了後１年を越えるまでに着手（職 

員配置・研修実施）した取組を対象とする。 

 なお、平成２８年度に病床機能転換等に伴う施設設備整備事業を実施した医療機関について 

も上記に準じた取り扱いとする。 

（３）人件費については、１医療機関あたり１名を上限とし、配置後２年までの経費に限るものと 

する。 


